
１　職員の任免及び職員数に関する状況

　(1)職員の退職等の状況（平成22年4月1日～平成23年3月31日）

（注）１　定年退職：地方公務員法（以下「地公法」という｡）第28条の２第１項の規定により離職

　　　　すること｡また，地公法第28条の３第１項の規定により勤務が延長され，その後離職する

　　　　場合も含まれます｡

　　　２　勧奨退職：任命権者が人事管理上の目的から職員に退職勧奨を行い，これに応じて

　　　　退職すること｡

　　　３　普通退職：自己都合による退職すること｡

　　　４　その他：分限免職・懲戒免職・失職・死亡により退職すること｡

　(2)職員数の状況と主な増減理由（各年4月1日現在）

　(3)地位別職員数の状況（平成23年4月1日現在）

27

173

208

2

2

消 防 長

7

11

7

27

次 長 級

課 長 級

係 長 級

そ の 他

計

175

210

区   分 職員数 男   性 女   性　

区     分
平成23年 平成22年

消 防 職 210 211 -1

2

3

職 員 数

1

対 前 年 度
増 減 数

6計

4

2

6

定 年 退 職

勧 奨 退 職

普 通 退 職

そ の 他

備北地区消防組合人事行政の運営等の状況

区   分 人   数 前年度人数



２　職員の給与の状況

　(1)人件費の状況（一般会計決算）

　(2)職員給与費の状況（一般会計決算）

職員数

A

人

211

（注）　職員手当には退職手当等を含みません｡

　(3)職員の平均給料月額，平均給与月額及び平均年齢の状況（一般会計決算）

（注）「平均給料月額，平均給与月額及び平均年齢」とは，平成２３年４月１日現在の職員に係る基本給

　　月額の総額，基本給月額と扶養手当，住居手当，時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合

　　計した給与月額の総額及び年齢の総和を，それぞれ当該職員数で除して得た額及び年齢であり，必

　　ずしも,平均年齢に該当する職員が受ける給料月額又は給与月額の平均が平均給料月額又は平均

　(4)職員の初任給の状況（平成23年4月1日現在）

　(5)職員手当の状況

支給率 支給率

勤続20年 勤続20年

勤続25年 勤続25年

勤続35年 勤続35年

最高限度額 最高限度額

その他の加算措置 その他の加算措置 　・　早期退職２～２０％

47.50 59.28

59.28 59.28

33.75 41.3433.50

　　給与月額と一致するものではありません｡

（退職時特別昇給　　無） ・　職制上の段階，職務に級等による調整額の加算

（平成23年4月1日現在）

23.50 30.55

1.35月分 1.35月分

47.50

27.30

42.12

21.00

１人当たり給与費
（B／A）

59.28

59.28 59.28

円

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

国

支 給 割 合 支 給 割 合

勤勉手当勤勉手当

備北地区消防組合

区   分

消防職
大学卒

高校卒

21年度の
人件費率

給与費

5,690,864

区  分 平 均 給 料 月 額 平 均 給 与 月 額 平 均 年 齢

区  分
住民基本台帳人口

（年度末）
歳出額

A
人件費

B

円 ％

1,200,772,228

1,712,408,345 80.1 78.1

職員手当 期末・勤勉手当 計　　　B

円

円
22年度

区 分
給料

人

2,138,770,88197,479

185,800円

155,700円

決 定 初 任 給 採用２年経過時　給料月額

172,200円

144,500円

818,747,796 93,521,100

390,309円 42.2才消防職員 321,038円

288,503,332
22年度

円円

人件費率
（B／A）

円

％

　　　期末手当

　　　2.6月分

　　・　早期退職２～２０％

退 職 手 当

期末手当
勤勉手当

　　　期末手当

区分

　　　2.6月分



（平成22年度）

（平成23年4月1日現在）
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　(6)特別職の報酬等の状況（平成23年4月1日現在）

（注）公務で出務したときに支給する｡

ある子1人につき5,000円加算

満16歳年度初めから満22歳年度末までの間に

支 給 率

支 給 対 象 職 員 数

3％

0

　9,000円

報酬（日額） 区分 報酬（日額）

出 動 手 当 種 別

火 災 そ の 他 の
災 害 出 動 １ 回 に つ き

地 域 手 当

国の制度と異なる内容

140円

140円

500円

区　　　　分

は し ご 車 で 高 所 に お い て

  80円

国の制度との異同

同

配偶者以外1人目（配偶者有）　　　　　6,500円

500円
消防活動に従事した隊員

配偶者以外2人目以降　　　　　　　　　　6,500円

（注）　１　地域手当の月額は，給料及び扶養手当の月額の合計額に100分の3を乗じて得た額です。

区分

住居手当

内容

救 急 出 場 １ 回 に つ き

潜 水 器 具 を 装 備 し 潜 水

業 務 を 実 施 し た 隊 員

そ の 他 の 隊 員

配偶者以外1人目（配偶者無）　　　　11,000円
扶養手当

配偶者　　　　　　　　　　　　　　　　 　　13,000円

  借家限度額　27,000円

同

区分

通勤手当
交通機関利用者　支給限度額55,000円

交通用具利用者　2,000円～24,500円

同

管理者 0 議長 10,000円

副管理者 0 副議長

議員 　8,500円

機 関 員

そ の 他 の 隊 員

機 関 員

潜 水 業 務 １ 回 に つ き

はしご車作業１回につき

金　額

200円



３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

　(1)職員の勤務時間（消防職の標準的なものを記入）（平成23年4月1日現在）

区分

毎日勤務

隔日勤務

　(2)年次有給休暇の取得状況（平成22年1月1日～平成22年12月31日）

　(3)時間外勤務及び休日勤務等の状況（平成22年4月1日～平成23年3月31日）

（注）１　「時間外・休日勤務総時間数」は，当該年度中の時間外勤務等の総時間数｡

　　　２　「職員一人当たりの時間外・休日勤務月平均時間数」は，「時間外・休日勤務

　　　　総時間数」を対象職員（管理職及び県派遣職員を除く）数で除したもの｡

　(4)時間外勤務手当支給の状況（平成22年4月1日～平成23年3月31日）

４　職員の分限及び懲戒処分の状況（平成22年4月1日～平成23年3月31日）

　(1)分限処分

　(2)懲戒処分

　　　　28,230,647円

　　 　　　 139,756円
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５　職員の研修の状況（平成22年4月1日～平成23年3月31日）

研修の実施状況

６　職員の福利及び利益の保護の状況

　(1)職員の人間ドック受診状況

　(2)職員福利厚生補助の状況

７　職員の給与，勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求の状況（平成22年度）

事案なし

８　職員に対する不利益な処分についての不服申立ての状況（平成22年度）

事案なし

備 考

広 島 県 消 防 学 校 31 広島県広島市

2消 防 大 学 校

1 茨城県ひたちなか市安 全 運 転 中 央 研 修 所

105

平成22年度区　　分

職 員 福 利 厚 生 会 ０

備考

平成22年度より廃止

平成21年度

補助金交付先 平成22年度

108人間ドック受診者

備考

東京都調布市

機 関 別 研 修 参 加 者 数

福岡県北九州市救 急 救 命 九 州 研 修 所 2


